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 コ ー ド 番 号 １９３３ 本社所在都道府県 熊本県 
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 代 表 者  代表取締役社長 赤星  敦  
 問 合 せ 先 責 任 者  取締役経理部長 森   豊康 ＴＥＬ  (０９６)３７３－０１１８ 
 決算取締役会開催日  平成１６年１１月２４日  
 米国会計基準採用の有無  無  
 
１. １６年９月中間期の連結業績（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日） 

(１) 連結経営成績                               （百万円未満は切り捨て） 

  売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
             百万円  ％             百万円   ％            百万円   ％ 
 16 年9月中間期  １１，７０４（  5.4）      ２６２（  5.6）     ３４０(  5.5) 
 15 年9月中間期  １１，１０４（  3.1）      ２４８（   －）         ３２２(   －) 

 16 年3月期 ２７，９２６    １，５４７     １，６０３ 
 
  

中間 (当期 )純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり 
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

             百万円  ％       円    銭         円    銭 
 16 年9月中間期          １６１（   － ）      １２．７２       －       － 
 15 年9月中間期    △１，６００（   － ）  △    １２２．９７       －       － 
 16 年3月期    △  ９９２  △   ７７．１０       －       － 
  （注） ①持分法投資損益 16年9月中間期 12百万円 15年9月中間期 34百万円 16年3月期 9百万円 
 ②期中平均株式数（連結） 16年9月中間期 12,714,168株 15年9月中間期 13,014,360株 16年3月期 12,937,987株 
 ③会計処理の方法の変更 無 
 ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
（２）連結財政状態 

  総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当り株主資本 
  百万円 百万円 ％ 円  銭 
 16 年9月中間期 １６，５３３  ５，４９９ ３３．３ ４３２．６０ 
 15 年9月中間期 １６，６１３  ４，７５２ ２８．６ ３６５．７１ 
 16 年3月期 １８，６８８  ５，５４７  ２９．７  ４３６．２８ 

（注）期末発行済株式数（連結） 16年9月中間期 12,712,972株 15年9月中間期 12,966,112株 16年3月期 12,714,747株 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

  営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 
 16 年9月中間期 ７６０ △  ９４  △   ７４７  ５８０  

15 年9月中間期 △   ３８ ５４７  △   ５２０  ５４７   
16 年3月期 １，１２９  ４１０  △ １，４３１      ６６３  

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
 連結子会社数 ５社   持分法適用非連結子会社数 －社   持分法適用関連会社数 ４社 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
 連結（新規） －社 （除外）－社    持分法（新規） －社 （除外）－社 

  
２．１７年３月期の連結業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 
  売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
  百万円 百万円 百万円 
 通   期 ２７，５００ １，１００ ５５０ 

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 43円 26銭 
（注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因に 

よって予想数値と異なる場合があります。 
   なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料４ページをご参照ください。 
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１．企業集団の概況 
 
 
 

当社グループは、当社、子会社６社及び関連会社４社で構成され、その主な事業は電気通信設備工事業、一般土

木工事業及び電気通信材料、工具等の販売業並びに情報処理サービス等であります。各関係会社の事業に係わる位

置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は次の通りであります。 
(１) 建設事業  
  ・ＮＴＴ工事    ---- 
 

                                                                                
当社がＮＴＴより受注する電気通信設備工事について、設計及び施工をしており、子

会社である明正電設(株)ほか３社が施工協力しております。 

 

  ・一般工事      ---- 当社が受注する情報通信工事、電気設備工事、土木工事等設備関係の設計及び施工を

行っております。 

(２) 販売事業等 
  ・機器材料販売  ---- 

 

                                                                                
当社が通信機器の販売を行うほか、子会社 西日本電材(株)、関連会社 九州通信産業

(株)が通信工事材料等の販売を行っております。又、関連会社 九州電機工業(株)が電

気通信設備関連機器等の開発、製造、販売を行っております。 

 

・ソフト開発販売 ---- 子会社 (株)システムニシツウがソフトウェアの設計、開発、販売及び保守を行ってお

ります。 
  ・運送業        ---- 関連会社 九州電話運輸(株)が通信工事材料の運搬及び引越業を行っております。 

子会社 西日本電材(株)及び関連会社 九州電話運輸(株)が通信機器、ＯＡ機器、車両

等のリースを行っております。 

 
  ・リース業      ---- 
 

 

 事業の系統図は次の通りであります。 

 
得     意     先 

 
   
 
 

 
 

   

当      社 

建 設 事 業 販売事業等 
 
 
 
 
 
 

  
建 設 事 業 販  売  事  業  等 

連結子会社 
明正電設株式会社 
西部通信工業株式会社 
株式会社ニ－スエンジニアリング 

非連結子会社 １社 
持分法適用関連会社 

有限会社星州建設 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

連結子会社 
   西日本電材株式会社 
   株式会社システムニシツウ 
持分法適用関連会社 
   九州通信産業株式会社 
   九州電機工業株式会社 
   九州電話運輸株式会社 
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２．経営方針 
(１) 経営の基本方針 

 

  当社及びグループ各社は、「最大の誠意を以て最良の技術を提供せむことを欲す」を企業理念とし通信と情報処 
理技術を融合した総合エンジニアリング企業として事業運営を図り、高度情報化社会の発展に貢献すべく連結経

営を推進しております。 
 この企業理念のもと、「お客様の満足を得る設備、サービスを提供する」を品質方針に掲げ、①人身・設備事故

“0”の達成 ②完全な設備（品質、納期）の納入 ③クレームの把握・反映による、顧客満足度の向上並びに労

働安全衛生レベルの継続的改善、パフォーマンス向上のための効率的システムの確立を目指し、全グループをあ

げた取り組みを行っております。 
 

(２) 利益配分に関する基本方針 

 

 当社は、財務状況及び利益水準を総合的に勘案し、将来の経営活動に備えた財務体質の強化と、株主の皆様に

対し永続的に安定した配当水準を維持することを基本方針としております。 
なお、上記方針に基づき当期の配当金は、普通配当１株につき６円に加えて、創立５０周年記念配当２円の合計

８円の配当を予定しております。 
 

(３) 中長期的な会社の経営戦略及び会社の対応すべき課題 
  当中間連結会計期間において、当社及びグループ各社が対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。 
 
(４) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

 （基本的な考え方） 
 当社は、企業統治（コーポレートガバナンス）とは、企業経営の透明性、健全性のシステムを構築することに

より、会社を巡る利害関係者（ステークホルダー）である株主、従業員、取引先等との調和を図り、企業価値の

維持増大を図ることが基本的なあり方と考えております。 
（機関の内容及び内部監査制度） 
当社は、監査役制度採用会社であり、会社の機関として商法に規定する株主総会、取締役会及び監査役会を設

置しております。当社の取締役会は、経営の基本方針及び業務遂行に関する重要事項の決定を行うとともに、各

取締役の職務の執行状況を監督しております。また、監査役会は、監査役３名（うち社外監査役１名）で構成さ

れ、それらの監査役は取締役会、その他重要な会議に出席し、取締役の職務執行を監視する体制となっておりま

す。 
 当社の内部監査制度として、内部管理体制の適切性や有効性を検証するために、監査部が全ての事業所、関係

会社を対象に内部監査を実施しております。 

 

（リスク管理体制の整備の状況） 
当社は、企業倫理及び遵法精神に基づいて企業行動の責任を図るため、コンプライアンス規程の策定、協力会

社相談室の開設等コンプライアンス体制の充実に取り組んでおります。また、複数の法律・税務事務所と契約を 
結び、法律及び税務問題全般に関して、助言と指導を適時に受けられる体制を設けてリスク管理体制の充実に努

めております。 
 
３．経営成績および財政状態 
 (１) 経営成績 

 ① 当中間連結会計期間の経営成績 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益改善による設備投資の拡大、また個人消費も増加に転じ

るなど、景気は堅調に推移しました。 
 当社関連の情報通信分野では、ＩＰ化、光化、ブロードバンド化が急速に進み、これに伴なう設備投資が拡大

しております。一方、顧客獲得に向けた事業者間の価格・サービス両面での熾烈な競争が繰り広げられておりま

す。 
 また、当社の主たる取引先である西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）では、レゾナントコミュニケーシ

ョンの環境を実現させるため、ＩＰネットワークをベースに安定した高品質なネットワーク構築を進められてお

ります。 
 このような状況の中、当社及びグループ各社は総力をあげて、「ＳＹＳＫＥＮチャレンジ５０」の経営戦略の

もと、積極的な営業活動を展開するとともに経営の効率化を推進してまいりました。 
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  以上の結果、受注高は１９４億７千８百万円（前年同期比１０３．５％）、売上高は１１７億４百万円（前年同

期比１０５．４％）となりました。 
 また、利益につきましては受注高の増加及び原価低減により経常利益は３億４千万円（前年同期比１０５．

５％）、当期純利益は１億６千１百万円（前年同期比 －％）となりました。 
  
    部門別につきましては、以下のとおりです。 

 （建設事業） 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

電気通信設備工事は、ブロードバンドサービスの基盤となる光アクセス網の充実、維持関連工事のＣＰ柱

の建替工事及び第３世代「ＦＯＭＡ」サービスの普及拡大のための提供エリア拡充工事が堅調であったこと

から工事の受注は増加しました。その結果、当中間連結会計期間の売上高は95 億6千5百万円（前年同期比

106.7％）と前中間連結会計期間に比して5億9 千6百万円の増収となりました。利益につきましては、受注

高の増加及び原価低減により営業利益は5 億5千8百万円（前年同期比127.7％）と前中間連結会計期間に比

して1億2千 1百万円の増益となりました。 
  
 （販売事業等） 

 
 販売事業等においては、厳しい受注環境の中で情報通信関連の材料、商品及び携帯電話の販売等を積極的

に展開しましたが、当中間連結会計期間の売上高は21 億3 千8百万円（前年同期比100.1％）と前中間連結

会計期間に比して 3 百万円の微増となりました。また、競争の激化等により、営業利益は前中間連結会計期

間に比して1 千6百万円減少し、9百万円（前年同期比37.9％）となりました。 
  
 ② 通期の見通し 

 
 

今後のわが国経済は、企業収益の改善傾向が続くものの、原油価格の高騰や世界情勢の不安要素もあり、先

行き不透明感も増してきております。 
情報通信分野においては、急激なＩＰ化、ブロードバンド化が進み、これに伴ない設備投資が拡大するもの

と予測されます。一方、顧客獲得に向けた事業者間の熾烈な競争が一段と厳しくなるものと思われます。 
このような経営環境のもと当社及びグループ各社は、総力をあげて、今後とも競争力強化と効率化推進を図

り、お客様と株主の皆様のご期待にこたえるべく、安定した収益を確保できる会社を目指し全社一丸となって

企業価値の向上に努めてまいります。 
なお、通期の連結業績見通しにつきましては、売上高は275億円（前期比98.5％）、経常利益は11億円 (前期 

比68.6％)、当期純利益は 5億5千万円（前期比 － ％）を見込んでおります。 

（単位：百万円） 
 事 業 部 門 別  受注高 売上高  
 建 設 事 業  22,500（△ 5.0％） 23,000（△  2.5％）  
 販 売 事 業 等  4,500（   3.8％） 4,500（   3.8％）  
 合 計  27,000（△ 3.6％） 27,500（△  1.5％）  
       （注）受注高、売上高におけるパーセント表示は対前期増減率 
 

 （２）財政状態 

 当中間連結会計期間における連結キャッシュ・フローは次のとおりです。 

  

 現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計期間末に比べ 8 千 2 百万円減少し 5 億 8 千万円と

なりました。 

  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、7億6 千万円（前年同期は3千8 百万円の使用）となりました。これは主に、税

金等調整前中間純利益3 億1千3 百万円が計上され、売上債権の減少による収入28 億5百万円があったものの、

未成工事支出金の増加による支出 7億2千1 百万円、仕入債務の減少による支出11億9 千4百万円及び法人税等

の支払額4億 2千5百万円があったことによるものであります。 
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 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は 9 千 4 百万円（前年同期は 5 億 4 千 7 百万円の獲得）となりました。これは主に

有形固定資産の取得による支出1 億1千8百万円によるものであります。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、7億4千 7百万円（前年同期は5億2 千万円の使用）となりました。これは主に

借入金の返済による支出6億7千万円によるものであります。 

  

  なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。 

  第51期中間期 第52期中間期 第51期  

  平成 15年 9月期 平成 16年 9月期 平成 16年 3月期  

 
自己資本比率（％） ２８．６  ３３．３  ２９．７   

 時 価 ベ ー ス の 
自己資本比率（％） 

１３．９ 
 
 １９．５ 

 
 １６．３ 

 
 

 
 

 
債務償還年数（年） －  ４．４  ３．６   

 
ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ －  ５９．５  １４．１   

   

 自己資本比率 ： 自 己 資 本 ／ 総 資 産  

 時価ベースの自己資本比率 ： 株 式 時 価 総 額 ／ 総 資 産  

 債務償還年数 ： 有 利 子 負 債 ／ 営業キャッシュ・フロー  

 インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー ／ 利 払 い  

 

 ＊ いずれも連結ベースでの財務数値により計算しております。 

 キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。有利子負債は貸借対照表に計上されて

いる負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャ

ッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。なお、第５１期中間連結会計期間においては、

営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスのため債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオ

の記載を省略しております。 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－６－ 

４．中間連結財務諸表等 
（１）中間連結貸借対照表 

前中間連結会計期間末 
（平成15年9 月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16 年9 月30 日） 

前 連 結 会 計 年 度 の 
要 約 連 結 貸 借 対 照 表 
（平成16年3 月31日） 

                 期    別 
 科    目 
 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

（資産の部） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

 
 

                                                  

Ⅰ 流 動 資 産 ８，３００ 50.0 ８，３５８ 50.6 １０，４１２ 55.7  

 現 金 預 金  ８５２  ８８２  ９７６   

 受 取 手 形 ・ 完 成 工 事 未 収 入 金 等  ４，４５３  ４，４６８  ７，２７３   

 未 成 工 事 支 出 金 ２，０６６  ２，００２  １，２８２   

 そ の 他 た な 卸 資 産 ４２９  ４１５  ３５２   

 そ の 他 ５１５  ６０４  ５４３   

 貸 倒 引 当 金 △   １７  △    １５    △   １６   

        

         

Ⅱ 固 定 資 産 ８，３１２ 50.0 ８，１７４ 49.4 ８，２７６ 44.3  

有 形 固 定 資 産 ３，３１１  ３，３６３  ３，３２６   

 建 物 ・ 構 築 物 １，１８２  １，１６７  １，１２８   

 土 地 １，８８５  １，９５７  １，９５７   

 そ の 他 ２４３  ２３８  ２３９   

        

無 形 固 定 資 産 １０７  ８９  １０１   

         

投資その他の資産 ４，８９４  ４，７２１  ４，８４８   

 投 資 有 価 証 券 ３，１３３  ３，２０２  ３，４１２   

 繰 延 税 金 資 産 １，３８２  １，１８２  １，０８２   

 そ の 他 ６１７  ６２１  ５７０   

 貸 倒 引 当 金 △  ２３８  △   ２８５  △   ２１７   

    
  

  

資 産 合 計 １６，６１３ 100.0 １６，５３３ 100.0 １８，６８８ 100.0  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－７－ 

前中間連結会計期間末 
(平成 15年9月 30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成 16年9月 30日) 

前 連 結 会 計 年 度 の 
要 約 連 結 貸 借 対 照 表 

(平成 16年3月 31日) 
             期     別 

             
   科    目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

（ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

 
 

                                             

Ⅰ 流 動 負 債 ８，４７４ 51.0 ７，６４３ 46.2 ９，６６３ 51.7  

 支払手形・工事未払金等 ２，９４８  ３，１６６  ４，３６０   

 短 期 借 入 金 ４，７６０  ３，２９７  ３，８６７   

 未 成 工 事 受 入 金 ２９６  ２４９  １４０   

 賞 与 引 当 金 １８１  ４１４  ３５９   

 完成工事補償引当金 ２  ２  ２   

 そ の 他 ２８６  ５１２  ９３３   

         

Ⅱ 固 定 負 債 ３，３８５ 20.4 ３，３９０ 20.5 ３，４７７ 18.6  

 長 期 借 入 金 １７１  １０４  ２０５   

 退 職 給 付 引 当 金 ２，９９４  ２，９９０  ３，０３８   

 役員退職慰労引当金 ８３  １１３  １０３   

 連 結 調 整 勘 定 ４６  ４４  ４５   

 そ の 他 ８９  １３７  ８４   

        

  負 債 合 計 １１，８６０ 71.4 １１，０３３ 66.7 １３，１４１ 70.3  

        

（ 資 本 の 部 ）        

Ⅰ 資 本 金 ８０１ 4.8 ８０１ 4.9 ８０１ 4.3  

Ⅱ 資 本 剰 余 金 ５６０ 3.4 ５６０ 3.4 ５６０ 3.0  

Ⅲ 利 益 剰 余 金 ３，１６６ 19.1 ３，８５５ 23.3 ３，７７４ 20.2  

Ⅳ その他有価証券評価差額金  ２４２ 1.4 ３５３ 2.1 ４８１ 2.6  

Ⅴ 自 己 株 式 △   １７ △ 0.1 △    ７０ △ 0.4 △    ６９ △ 0.4  

  資 本 合 計 ４，７５２ 28.6 ５，４９９ 33.3 ５，５４７ 29.7  

      
負 債 ･ 資 本 合 計 １６，６１３ 100.0 １６，５３３ 100.0 １８，６８８ 100.0 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－８－ 

（２）中間連結損益計算書 
前中間連結会計期間 

 
当中間連結会計期間 

 

前連結会計年度 の 
要約連結損益計算書 

自 平成 15年 4月 1 日 自 平成 16年 4月 1 日 自 平成 15年 4月 1 日 

至 平成 15年 9月 30日 至 平成 16年 9月 30日 至 平成 16年 3月 31日 

          
               期      別 

 
    科    目 
 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額  百分比 

  百万円 ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

 
 

Ⅰ 売 上 高  １１，１０４ 100.0 １１，７０４ 100.0 ２７，９２６ 100.0  

Ⅱ 売 上 原 価  ９，９１９ 89.3 １０，３７９ 88.7 ２４，３８１ 87.3  

  売 上 総 利 益  １，１８５ 10.7 １，３２４ 11.3 ３，５４５ 12.7  
         
Ⅲ 販売費及び一般管理費  ９３７ 8.5 １，０６２ 9.1 １，９９８ 7.2  
  営 業 利 益  ２４８ 2.2 ２６２ 2.2 １，５４７ 5.5  

         

Ⅳ 営 業 外 収 益  １４３ 1.3 １３３ 1.2 ２２４ 0.8  

 受 取 利 息  ６  ２  １５   

 受 取 配 当 金  １０  １７  ２２  

 受 取 賃 貸 料  ２７  ３９  ５５   

 資 格 取 得 協 力 金  １５  １５  ３５   

 連 結 調 整 勘 定 償 却  １  １  ２   

 持分法による投資利益  ３４  １２  ９   

 そ の 他  ４５  ４４  ８４   

         
Ⅴ 営 業 外 費 用  ６８ 0.6 ５５ 0.5 １６８ 0.6  
 支 払 利 息  ４２  １３  ８１   
 為 替 差 損  ３  ０  ７   

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  ７  ３１  ２７  

 そ の 他  １５  １０  ５１  

  経 常 利 益  ３２２ 2.9 ３４０ 2.9 １，６０３ 5.7  

         
Ⅵ 特 別 利 益  ５５２ 5.0 ７ 0.1 ６８０ 2.4  
 固 定 資 産 売 却 益  ０  ０  １２７   
 投 資 有 価 証 券 売 却 益  ４９８  ６  ４９８   
 建 物 移 転 等 補 償 金  ５４  －  ５４   

         

Ⅶ 特 別 損 失  ３，５４１ 31.9 ３４ 0.3 ３，７５６ 13.4  

 固 定 資 産 除 却 損  ７２  １３  ９０  

 特 別 退 職 金  ８２８  １１  ８３１  

 大量退職に伴う退職給付費用  １，４８７  －  １，４８７  

 退 職 給 付 会 計 基 準 変 更 時 差 異 一 括 費 用 処 理 額   １，１０９  －  １，１５０  

 投 資 有 価 証 券 売 却 損  ３６  －  ３６  

 投 資 有 価 証 券 評 価 損  ５  ８  １５８  

         

 税金等調整前中間純利益又は中間（当期）純損失（△）  △ ２，６６５ △24.0 ３１３ 2.7 △１，４７２ △  5.3 

 

 法人税、住民税及び事業税  ３６ 0.3 １６２ 1.4 ６０７ 2.2  

 法 人 税 等 調 整 額  △ １，１０１ △ 9.9 △    １１ △ 0.1 △１，０８７ △  3.9  

 中間純利益又は中間（当期）純損失(△)   △ １，６００ △14.4 １６１ 1.4 △  ９９２ △  3.6  

 
 
 
 
 
 
 



－９－ 

（３）中間連結剰余金計算書 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度 

自 平成 15年 4月 1 日 自 平成 16年 4月 1 日 自 平成 15年 4月 1 日 

 
        期  別 

   科  目 至 平成 15年 9月 30日 至 平成 16年 9月 30日 至 平成 16年 3月 31日 

（資本剰余金の部） 百万円 百万円 百万円 

Ⅰ 資本剰余金期首残高  ５６０  ５６０  ５６０  

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残高   ５６０  ５６０  ５６０  

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高  ４，８４８  ３，７７４  ４，８４８  

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高  －  １６１  －  

 中 間 純 利 益  －  １６１  －  

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高  １，６８１  ８１  １，０７３  

 株 主 配 当 金  ７８  ７６  ７８  

 役 員 賞 与  ２  ５  ２  

 中 間 （ 当 期 ） 純 損 失   １，６００  －  ９９２  

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高   ３，１６６  ３，８５５  ３，７７４  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－１０－ 

（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度 の 要約 

連結キャッシュ・フロー計算書 
自 平成１5年４月 1 日 自 平成１6年４月 1 日 自 平成１5年４月 1 日 
至 平成１5年９月３０日 至 平成１6年９月３０日 至 平成１6年３月３１日 

                      
期      別 

 
   科      目 

金   額 金   額 金   額 
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー  百万円  百万円  百万円 
 税金等調整前中間純利益又は中間（当期）純損失（△） △ ２，６６５   ３１３  △ １，４７２  
 減 価 償 却 費  １０８   １０１   ２５５  
 連 結 調 整 勘 定 償 却 △ １  △ １  △ ２  
 貸倒引当金の増減額 ( 減少：△ ) △ １   ６６  △ ２３  
 賞与引当金の増減額 ( 減少：△ )  １９   ５５   １９７  
 退職給付引当金の増減額(減少：△)  ２，３２３  △ ４７   ２，３６８  
 役員退職慰労引当金の増減額(減少：△ ) △ ７６   ９  △ ５６  
 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ １７  △ １９  △ ３７  
 支 払 利 息  ４２   １３   ８１  
 為 替 差 損 益 ( 差 益 ： △ )  １   ０   ６  
 持分法による投資損失・利益 (△) △ ３４  △ １２  △ ９  
 固 定 資 産 売 却 益 △ ０  △ ０  △ １２７  
 固 定 資 産 除 却 損  ７２   １３   ９０  
 投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ ４９８  △ ６  △ ４９８  
 投 資 有 価 証 券 売 却 損  ３６   －   ３６  
 投 資 有 価 証 券 評 価 損  ５   ８   １５８  
 売 上 債 権 の 増 減 額 ( 増 加 ： △ )  ２，５８２   ２，８０５  △ ２３７  
 未成工事支出金の増減額(増加：△) △ ９８７  △ ７２１  △ ２００  
 たな卸資産の増減額  (増加：△ )  ２４  △ ６２   １０３  
 仕 入 債 務 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) △ １，００２  △ １，１９４   ４１０  
 未払消費税の増減額 ( 減少：△ ) △ １  △ ９０   ５０  
 未成工事受入金の増減額(減少：△)  ２３２   １０９   ７６  
 建 物 移 転 等 補 償 金 △ ５４   －  △ ５４  
 特 別 退 職 金  ８２８   １１   ８３１  
 そ の 他  １１  △ １６５   ２９９  
  小           計  ９４９   １，１８５   ２，２４６  
 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  ２２   ２４   ４１  
 利 息 の 支 払 額 △ ４０  △ １２  △ ８０  
 建 物 移 転 等 補 償 金 の 受 取 額  ５４   －   ５４  
 特 別 退 職 金 の 支 払 額 △ ８２８  △ １１  △ ８３１  
 法 人 税 等 の 支 払 額 △ １９５  △ ４２５  △ ３０１  
     営業活動によるキャッシュ・フロー △ ３８   ７６０   １，１２９  
Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー          
 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ ２４９  △ １９７  △ ２５８  
 定 期 預 金 の 払 戻 し に よ る 収 入  ２０３   ２０９   ２０３  
 有形固定資産の取得による支出 △ ２２  △ １１８  △ １７５  
 有形固定資産の売却による収入  ０   ０   １４４  
 無形固定資産の取得による支出 △ １５  △ ４  △ ５０  
 投資有価証券の取得による支出 △ ５０  △ １  △ ５２  
 投資有価証券の売却による収入  ６０６   １５   ６０６  
 子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ ７   －  △ ７  
 貸 付 け に よ る 支 出 △ ３９  △ １４  △ １４１  
 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入  １２５   １５   １６１  
 その他投資等の取得による支 出 △ １８  △ １０  △ ３７  
 その他投資等の売却による収 入  １５   １０   １７  
     投資活動によるキャッシュ・フロー  ５４７  △ ９４   ４１０  
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー          
 短期借入金の純増減額 (減少：△) △ ２３０  △ ５５４  △ １，１７０  
 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ ２０４  △ １１６  △ ３２３  
 長 期 借 入 れ に よ る 収 入  －   －   ２００  
 配 当 金 の 支 払 額 △ ７８  △ ７６  △ ７８  
 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ ７  △ ０  △ ５９  
     財務活動によるキャッシュ・フロー △ ５２０  △ ７４７  △ １，４３１  
Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 △ １  △ ０  △ ６  
Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額(減少：△) △ １３  △ ８２   １０２  
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高  ５６０   ６６３   ５６０  
Ⅶ．現金及び現金同等物の中間期末 (期末)残高   ５４７   ５８０   ６６３  
 
 
 
 
 
 



－１１－ 

［中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］ 
１． 連結の範囲に関する事項 
 連結子会社数     ５社 西日本電材(株)、明正電設(株)、(株)システムニシツウ、西部通信工業(株)、

(株)ニースエンジニアリング 
 非連結子会社数    １社 非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、中間純損益及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影

響を与えないため、連結の範囲から除いております。 
   
２． 持分法の適用に関する事項 
 持分法適用会社数  ４社 九州通信産業(株)、九州電機工業(株)、九州電話運輸(株)、(有)星州建設、以

上関連会社に対する投資については、すべて持分法を適用しております。 
 持分法を適用しない １社 

非連結子会社数 
非連結子会社は上記と同様の理由により、持分法の適用範囲から除外して

おります。 
  
３． 連結子会社の中間決算日等に関する事項 連結子会社の中間決算日はすべて９月３０日であります。 
 
４．会計処理基準に関する事項 
 （１）重要な資産の評価基準及び評価方法   
  ① 有価証券 
     その他有価証券  
   時価のあるもの 中間連結会計期間末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 
   時価のないもの 移動平均法による原価法 
  ② たな卸資産  

未成工事支出金 個別法による原価法 
 商 品 最終仕入原価法 
 材 料 貯 蔵 品 移動平均法による原価法 

（連結子会社は最終仕入原価法） 
   
 （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法    
  ① 有形固定資産 主として定率法 
  ② 無形固定資産 定額法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 
     
 （３）重要な引当金の計上基準  
 ① 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 
   
 ② 賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 
   
 ③ 完成工事補償引当金 完成工事のかし担保の費用に備えるため、当中間連結会計期間末に至る１

年間の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づき計上しております。 
   
 ④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生して

いると認められる額を計上しております。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（１０年）による按分額を費用処理することとしております。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 
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⑤ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間連結会計期間末
要支給額を計上しております。 

   
 （４）重要な外貨建資産及び負債の 

本邦通貨への換算基準            
外貨建金銭債権債務は、中間連結会計期間末日の直物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

  
 （５）重要なリース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によって
おります。 

   
（６）その他中間連結財務諸表作成の 

ための基本となる重要な事項 
 
    

① 完成工事高の計上基準 工事完成基準 

 
 

② 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。 
  
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書に 

おける資金の範囲 
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）
は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、
価値の変動については僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に
償還日の到来する短期投資からなっております。 

 
［注記事項］ 
 
１．中間連結貸借対照表関係 
  前中間連結会計期間末  当中間連結会計期間末  前連結会計年度末  
  （百万円）  （百万円）  （百万円）  
 (1) 有形固定資産の減価償却累計額 ２，５３４  ２，４９７  ２，４８７  
 (2) 担保提供資産及び担保付債務       
    ① 担保に供している資産       
  建    物 ３７３  ３５０  ３６３  
  土    地 ２９３  ２９３  ２９３  
  投資有価証券 ４１０  ６５  ７９  
  計 １，０７６  ７０９  ７３５  
    

         
    ② 担保付債務       
  長期借入金 ２７０  ２８１  ４０８  
  (１年以内を含む)       
  短期借入金 ７０５  ５５５  ５５５  
  工事未払金 ０  ３５  １１  
  計 ９７５  ８７２  ９７５  
        
 (3) 保証債務       
  借入保証 １６７  １５０  １６５  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－１３－ 

２．中間連結損益計算書関係 
  

 (1) 販売費及び一般管理費の主な費目及び金額 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度  

   （百万円） （百万円） （百万円）  

  従 業 員 給 与 手 当 ３８８ ３４９ ８２１  

  賞 与 引 当 金 繰 入 額 ３２ ９２ ８２  

  退 職 給 付 費 用 ６２ ５３ １０８  

  役員退職慰労引当金繰入額  １５ １４ ３８  

  貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ０ ３７ ０  

  

 (2) 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

  建 物 ・ 構 築 物 ５６ ５ ６９  

  機械･運搬具・工具器具備品 ８ ８ １４  

  そ の 他 ８ ０ ６  

  計 ７２ １３ ９０  

  

 (3) 当社グループの売上高は、通常の営業の形態として上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きいため、

連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節的

変動があります。 
  

３．中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

  

  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

                                   前中間連結会計期間末    当中間連結会計期間末    前連結会計年度末 

    （百万円）  （百万円）  （百万円）  

  現 金 預 金  ８５２  ８８２  ９７６  

  預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △   ３０５  △   ３０２  △   ３１３  

  現金及び現金同等物  ５４７  ５８０  ６６３  
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４．リース取引関係 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 

 前中間連結会計期間  

 
 

取得価額相当額 減価償却累計額相当 額  中間期末残高相当額   

 運 搬 具 64 百万円 61 百万円 2 百万円    

 工 具 器 具 備 品 23  13  9     
 合 計 87  75  12     

 

 当中間連結会計期間  

 
 

取得価額相当額 減価償却累計額相当 額  中間期末残高相当額   

 運 搬 具 294 百万円 28 百万円 265 百万円    

 工 具 器 具 備 品 19  15  4     
 合 計 314  44  270     

 

 前連結会計年度  

 
 

取得価額相当額 減価償却累計額相当 額  期末残高相当額  

 運 搬 具 186 百万円 10 百万円 175 百万円  

 工 具 器 具 備 品 23  16  6   
 合 計 209     27     182      

  

 (2) 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度  

 1年以内 7 百万円 50 百万円 33 百万円  

 1 年 超 5  223  150   

合       計 12  273  183   

 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度  

 支払リース料 8 百万円 22 百万円 16 百万円  

 減価償却費相当額 8  20  14   

支払利息相当額 0  3  2   

 
 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 (5) 利息相当額の算定方法   
 

 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、 
利息法によっております。 
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５．有価証券 
 
  前中間連結会計期間末（平成１５年９月３０日現在） 
  (1) その他有価証券で時価のあるもの                                              （単位：百万円） 

 
区      分    取   得   原   価 

中間連結貸借 
対照表計上額 

差   額 
 

 株 式 １，５８６ １，９９２ ４０５  
 債 券 － － －  
 そ の 他 ３１ ３３ １  

 計 １，６１７ ２，０２５ ４０７  

 (注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において減損 
処理を行い、投資有価証券評価損５百万円を計上しております。 

  
  (2) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
                               （単位：百万円） 

  中間連結貸借対照表計上額  

 その他有価証券   
 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２６２  

 
  当中間連結会計期間末（平成１６年９月３０日現在） 
  (1) その他有価証券で時価のあるもの                                             （単位：百万円） 

 
区      分    取   得   原   価 

中間連結貸借 
対照表計上額 

差   額 
 

 株 式 １，４５９ ２，０３８ ５７９  
 債 券 － － －  
 そ の 他 ３１ ３６ ５  

 計 １，４９０ ２，０７５ ５８５  

 (注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において減損 
処理を行い、投資有価証券評価損８百万円を計上しております。 
下落率が５０％を超える有価証券については、原則として減損処理することとしております。 
また、３０％以上５０％未満で下落した有価証券については、発行会社の財政状態及び時価の推移等 
を勘案して回復の可能性を判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き減損処理を行って 
おります。 

 
  (2) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
                               （単位：百万円） 

  中間連結貸借対照表計上額  

 その他有価証券   
 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２２９  

 
  前連結会計年度末（平成１６年３月３１日現在） 
  (1) その他有価証券で時価のあるもの                                             （単位：百万円） 

 
区      分    取   得   原   価 

連結貸借 
対照表計上額 

差   額 
 

 株 式 １，４６５ ２，２６７ ８０２  
 債 券 － － －  
 そ の 他 ３１ ３８ ７  

 計 １，４９６ ２，３０６ ８０９  

 (注) その他有価証券で時価のある株式について、128 百万円減損処理を行っております。 
下落率が５０％を超える有価証券については、原則として減損処理することとしております。 
また、３０％以上５０％未満で下落した有価証券については、発行会社の財政状態及び時価の推移等 
を勘案して回復の可能性を判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き減損処理を行って 
おります。 

  
  (2) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
                              （単位：百万円） 

  連結貸借対照表計上額  

 その他有価証券   
 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２３１  
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６．セグメント情報 
 

 （１）事業の種類別セグメント情報  

    前中間連結会計期間（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日）         （単位：百万円） 

 建設事業 販売事業等 計 消去又は全社 連 結 

１．売上高及び営業損益      

  売  上  高      

  （1）外部顧客に対する売上高 8,968 2,135 11,104 （  －） 11,104 

  （2）セグメント間の内部売上高又は振替高 21 225 247 （ 247） － 

計 8,990 2,361 11,351 （ 247） 11,104 

営 業 費 用 8,552 2,335 10,888 （  32） 10,856 

営 業 利 益 437 26 463 （ 215） 248 

 

    当中間連結会計期間（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日）         （単位：百万円） 

 建設事業 販売事業等 計 消去又は全社 連 結 

１．売上高及び営業損益      

  売  上  高      

  （1）外部顧客に対する売上高 9,565 2,138 11,704 （  －） 11,704 

  （2）セグメント間の内部売上高又は振替高 23 172 195 （ 195） － 

計 9,589 2,310 11,899 （ 195） 11,704 

営 業 費 用 9,030 2,300 11,331        110 11,441 

営 業 利 益 558 9 568 （ 306） 262 

 
    前連結会計年度（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）            （単位：百万円） 

 建設事業 販売事業等 計 消去又は全社 連 結 

１．売上高及び営業損益      

  売  上  高      

  （1）外部顧客に対する売上高 23,593 4,333 27,926 （  －） 27,926 

  （2）セグメント間の内部売上高又は振替高 55 499 555 （ 555） － 

計 23,648 4,833 28,482 （ 555） 27,926 

営 業 費 用 21,630 4,778 26,409 （  29） 26,379 

営 業 利 益 2,018 54 2,072 （ 525） 1,547 

（注） １．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

 （1）事業区分の方法 

  連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております｡ 

 （2）各区分に属する主要な事業の内容 

  建設事業   ： 通信設備工事、一般土木工事及び電気設備工事他 

  販売事業等 ： 通信機器の販売、電気通信材料工具の販売、ＯＡ機器・ソフトの販売及びリース他 

 ２． 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計期間 主な内容 

 百万円 百万円 百万円 

 

消去又は全社の項目

に含めた配賦不能営

業費用の金額 
２１５ ３０６ ５４１ 

提出会社本社の経

営企画部等管理部

門にかかる費用 

  

 （２）所在地別セグメント情報  

 

 

 

 

 

 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間において、全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が、 

いずれも９０％を超えているため、中間連結財務諸表規則様式第二号（記載上の注意１０）に基づき、所在地別 

セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」 

の割合がいずれも９０％を超えているため、連結財務諸表規則様式第二号（記載上の注意１１）に基づき、所在 
地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 （３）海外売上高  

 

 

 

 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間において、海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、中間連結 

財務諸表規則様式第三号（記載上の注意５）に基づき、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度において、海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、連結財務諸表規則様式第三号（記載上 

の注意５）に基づき、海外売上高の記載を省略しております。 
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完成工事高及び受注高・受注残高内訳  
 

                                            （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度  

 自 平成15 年4月 1 日 自 平成16 年4月 1 日 自 平成15 年4月 1 日  

 至 平成15 年9月30日 至 平成16 年9月30日 至 平成16 年3月31日  

 

 

       区 分 

 

 部門別 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比  

      ％    ％    ％  

 受 建 設 事 業 １６，６７８ 88.6 １７，３３９ 89.0 ２３，６８１ 84.5  

          

 注 販売事業等 ２，１３５ 11.4 ２，１３８ 11.0 ４，３３３ 15.5  

          

 高  

計 １８，８１３ 100.0 １９，４７８ 100.0 ２８，０１５ 100.0 
 

          

 売 建 設 事 業 ８，９６８ 80.8 ９，５６５ 81.7 ２３，５９３ 84.5  

          

 上 販売事業等 ２，１３５ 19.2 ２，１３８ 18.3 ４，３３３ 15.5  

          

 高  

計 １１，１０４ 100.0 １１，７０４ 100.0 ２７，９２６ 100.0 
 

          

 受 建 設 事 業 １３，７４１ 100.0 １３，８９５ 100.0 ６，１２０ 100.0  

 注         

 残 販売事業等 － － － － － －  

 高         

   

計 １３，７４１ 100.0 １３，８９５ 100.0 ６，１２０ 100.0 
 

          

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 －個別１－ 

 

平成１７年３月期       個別中間財務諸表の概要      平成１６年１１月２４日 

 上 場 会 社 名 西日本システム建設株式会社 上場取引所(所属部) 大証(第２部)・福証 

 コ ー ド 番 号 １９３３ 本社所在都道府県 熊本県 

 (URL  http：//www.sysken.co.jp/ )  
 代 表 者  代表取締役社長 赤星  敦  
 問合せ先責任者  取締役経理部長 森   豊康 ＴＥＬ  (０９６)３７３－０１１８ 
 決算取締役会開催日  平成１６年 １１月２４日 中間配当制度の有無 無 
 中間配当支払開始日  該当事項はありません。 単元株制度採用の有無 有 (1単元 1,000株) 
 
１. １６年９月中間期の業績（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日） 

(１) 経営成績                               （百万円未満は切り捨て） 

  売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
             百万円  ％            百万円     ％            百万円    ％ 
 16年9月中間期 ９，８５８（  3．9）     ２４８ （ 16.6）       ３３４（  23.6） 
 15年9月中間期 ９，４８５（  4．7）     ２１３ （  － ）       ２７０（  － ） 
 16年3月期 ２４，３７２   １，３８６ １，４８２ 

 
  中間 (当期 )純利益 １株当たり中間（当期）純利益  
         百万円   ％             円    銭  
 16年9月中間期       １８５（  － ）     １４．６３  
 15年9月中間期 △１，６２２（  － ） △  １２４．６８  
 16年3月期 △  ９７７   △   ７５．５５  
   (注) ①期中平均株式数 16年 9月中間期 12,717,073 株  15年 9月中間期  13,017,265 株  16年 3月期  12,940,892株  

 ②会計処理の方法の変更     無  
 ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
（２）配当状況 
 
  
 

 1株当たり 
中間配当金 

1株当たり 
年間配当金 

          円    銭         円    銭 
 

 16年9月中間期         －    －         －    －  
15年9月中間期         －    －         －    －  
16年3月期         －    －         ６．００ 

 

 
（３）財政状態 

  総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当り株主資本 
  百万円 百万円 ％ 円  銭 
 16年9月中間期 １４，０２８ ４，１７２ ２９．７ ３２８．１６ 
 15年9月中間期 １４，１６２ ３，４５２ ２４．４ ２６５．６０ 

16年3月期 １６，１２２ ４，２５１ ２６．４ ３３４．３４ 
  (注) ①期末発行済株式数 16年 9月中間期 12,715,877 株 15年9月中間期 12,999,017 株 16年 3月期 12,717,652株 
  ②期末自己株式数 16年 9月中間期 384,123 株 15年9月中間期 100,983 株 16年 3月期 382,348株 

  
２．１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 
 
 

1株当たり年間配当金 

 

  
売 上 高 

 
経常利益 

 
当期純利益 

期  末  
  百万円  百万円    百万円 円   銭 円   銭 
 通  期 ２３，５００ ９００ ４５０ ８．００ ８．００ 
 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 35円 39銭 
（注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要

因によって予想数値と異なる場合があります。 
     
     



  

 －個別２－ 

中間財務諸表等 

（１）中間貸借対照表 

前中間会計期間末 
(平成 15 年 9月 30 日) 

当中間会計期間末 
(平成 16 年 9月 30 日) 

前 事 業 年 度 の          
要約貸借対照表          
(平成 16 年 3月 31 日) 

期   別 
 
 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 
（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

       

Ⅰ 流 動 資 産 6,962 49.2 6,967 49.7 8,860 55.0 
  現 金 預 金 478  439  526  
  受 取 手 形 71  138  141  

  完成工事未収入金 3,625  3,546  6,218  
  未 成 工 事 支 出 金 1,948  1,976  1,150  
  その他たな卸資産 327  286  252  
  そ の 他 511  581  571  
  貸 倒 引 当 金 －  △   1  △     1  

        
       

Ⅱ 固 定 資 産 7,200 50.8 7,060 50.3 7,262 45.0 
 有 形 固 定 資 産 3,010 21.2 2,940 21.0 2,942 18.2 
  建 物 1,074  1,023  1,023  

  土 地 1,800  1,786  1,786  
  そ の 他 136  130  133  

        
 無 形 固 定 資 産 96 0.7 79 0.5 91 0.6 
 投資その他の資産 4,092 28.9 4,040 28.8 4,228 26.2 

  投 資 有 価 証 券 2,254  2,130  2,394  
  繰 延 税 金 資 産 1,425  1,286  1,184  
  そ の 他 1,038  1,227  1,223  
  貸 倒 引 当 金 △    626  △   604  △    574  

       

資 産 合 計 14,162 100.0 14,028 100.0 16,122 100.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            



  

 －個別３－ 

前中間会計期間末 
(平成 15 年 9月 30 日) 

当中間会計期間末 
(平成 16 年 9月 30 日) 

前 事 業 年 度 の          
要約貸借対照表          
(平成 16 年 3月 31 日) 

期   別 
 
 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 
（ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

       

Ⅰ 流 動 負 債 7,499 52.9 6,730 48.0 8,626 53.5 
 支 払 手 形 16  36  42  
 工 事 未 払 金 2,520  2,671  3,800  
 短 期 借 入 金 4,412  3,011  3,577  
 未 成 工 事 受 入 金 238  244  108  

 賞 与 引 当 金 127  356  308  
 完成工事補償引当金 2  2  2  
 そ の 他 182  409  787  
       
Ⅱ 固 定 負 債 3,210 22.7 3,124 22.3 3,244 20.1 

 長 期 借 入 金 163  100  201  
 退 職 給 付 引 当 金 2,875  2,810  2,863  
 役員退職慰労引当金 83  107  94  
 そ の 他 86  106  84  
       

負 債 合 計 10,710 75.6 9,855 70.3 11,870 73.6 
       

（ 資 本 の 部 ）       
Ⅰ 資 本 金 801 5.7 801 5.7 801 5.0 
Ⅱ 資 本 剰 余 金 560 3.9 560 4.0 560 3.5 

 資 本 準 備 金 560  560  560  
Ⅲ 利 益 剰 余 金 1,891 13.4 2,646 18.8 2,537 15.7 
 利 益 準 備 金 200  200  200  
 任 意 積 立 金 3,161  2,101  3,161  
 中間未処分利益又は中間（当期）未処理損失（△） △ 1,470  345    △  824  

Ⅳ その他有価証券評価差額金 217 1.5 235 1.7 423 2.6 
Ⅴ 自 己 株 式 △     17 △ 0.1 △   70 △  0.5 △  69 △ 0.4 
       

 資 本 合 計 3,452 24.4 4,172 29.7 4,251 26.4 
       

 負 債 ･ 資 本 合 計 14,162 100.0 14,028 100.0 16,122 100.0 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 －個別４－ 

（２）中間損益計算書 

前中間会計期間 

 

当中間会計期間 
 

前事業年度の        

要約損益計算書 

自 平成15年4月 １日 自 平成16年4月 １日 自 平成15年4月 １日 
至 平成15年9月30日 至 平成16年9月30日 至 平成16年3月31日 

        
期   別 

 

 

科   目 金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

Ⅰ 完   成   工   事   高 9,485 100.0 9,858 100.0 24,372 100.0 
Ⅱ 完 成 工 事 原 価 8,603 90.7 8,826 89.5 21,505 88.2 
 完 成 工 事 総 利 益 881 9.3 1,031 10.5 2,867 11.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費            668 7.0 783 8.0 1,480 6.1 

 営 業 利 益 213 2.3 248 2.5 1,386 5.7 
Ⅳ 営 業 外 収 益            121 1.3 137 1.4 218 0.9 
 受 取 利 息 6  3  14  
 そ の 他 114  134  203  

Ⅴ 営 業 外 費 用           63 0.7 52 0.5 122 0.5 

 支 払 利 息 39  12  77  
 そ の 他 24  39  44  
 経 常 利 益 270 2.9 334 3.4 1,482 6.1 

Ⅵ 特 別 利 益            552 5.8 6 0.1 680 2.8 
 固 定 資 産 売 却 益 －  －  127  

 投 資 有 価 証 券 売 却 益 498  6  498  
 建 物 移 転 等 補 償 金 54  －  54  
       
Ⅶ 特 別 損 失            3,520 37.1 4 0.1 3,699 15.2 
 固 定 資 産 除 却 損 64  4  76  

 特 別 退 職 金 816  －  816  
 大量退職に伴う退職給付費用  1,487  －  1,487  
 退職給付会計基準変更時差異一括費用処理額  1,109  －  1,109  
 投 資 有 価 証 券 売 却 損 36  －  36  
 投 資 有 価 証 券 評 価 損 5  －  152  

 関 係 会 社 株 式 評 価 損 －  －  20  
       

税引前中間純利益又は中間（当期）純損失(△)  △ 2,697 △ 28.4 335 3.4 △   1,536 △ 6.3 

 法人税、住民税及び事業税 12 0.1 140 1.4 540 2.2 

 法 人 税 等 調 整 額 △  1,086 △ 11.4 9 0.1 △  1,099 △ 4.5 
中 間 純 利 益 又 は 中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 （ △ ） △ 1,622 △ 17.1 185 1.9 △   977 △ 4.0 

 前 期 繰 越 利 益 152  159  152  
中間未処分利益又は中間（当期）未処理損失（△） △ 1,470  345  △   824  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



  

 －個別５－ 

［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］ 
１．資産の評価基準及び評価方法  
 (1) 有価証券 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 
     その他有価証券 時価のあるもの 中間会計期間末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定） 
  時価のないもの 移動平均法による原価法      
 (2) たな卸資産 未成工事支出金 個別法による原価法 
 材料貯蔵品 移動平均法による原価法 
   
２．固定資産の減価償却の方法   
(1) 有形固定資産 定率法 
(2) 無形固定資産 定額法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。 
  
３．引当金の計上基準  
(1) 貸 倒 引 当 金 

 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

    

  (2) 賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

    

  (3) 完成工事補償引当金 完成工事のかし担保の費用に備えるため、当中間会計期間末に至る1年間の完成

工事高に対する将来の見積補償額に基づき計上しております。 

    

  (4) 退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を

計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 

（１０年）による按分額を費用処理することとしております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(１０年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしております。 

  

  (5) 役員退職慰労引当 金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間会計期間末要支給額を
計上しております。 

  

４．外貨建の資産及び負債の 
    本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間会計期間末日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。 

      
５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 
  
６．その他中間財務諸表作成の 
  ための基本となる重要な事項 

 

(1) 完成工事高の計上基準 工事完成基準 
 (2) 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。 
  
 



  

 －個別６－ 

［注記事項］ 
 
１．中間貸借対照表関係 
 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末  
 （百万円） （百万円） （百万円）  
 (1) 有形固定資産の減価償却累計額 ２，０８４ ２,１２１     ２，０８２  
  
 (2) 担保資産及び担保付債務 
  ① 担保に供している資産 
   建 物  ３７３ ３５０       ３６３  
   土 地  ２９３ ２９３       ２９３  
   投資有価証券  ４１４ ６５       ７９  

   計  １，０８０ ７０９   ７３５  
         
  ② 担保付債務  
   長 期 借 入 金 (１年以内を含む) ２７０ ２８１       ４０８  
   短 期 借 入 金  ７０５ ５５５       ５５５  
   工 事 未 払 金  ０ ３５       １１  

   計  ９７５ ８７２   ９７５  
   
 (3) 保証債務     
  借 入 保 証  ３７８ ３５５ ３６０  
  仕 入 保 証  １１ ８ １１  

  計  ３９０ ３６３ ３７１  

  

 (4) 消費税等の取扱い 

    仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しております。 

 

２．中間損益計算書関係 

 
 (1) 過去1年間の完成工事高 

 
 
 

上半期の完成工事高と下半期の完成工事高に差異がありますが、当中間会計期間末に至る１年間の完成工事高は次
のとおりであります。 

  前事業年度下半期 １４,８８７ 百万円  

  当 中 間 会 計 期 間 ９,８５８   

  合  計 ２４,７４６   

     

 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度  
  （百万円） （百万円） （百万円）  

 (2) 減価償却実施額     

  有 形 固 定 資 産  ５６ ５２ １１９  

  無 形 固 定 資 産  １４ １５ ５３  

  

 (3) 営業外収益 

  その他のうち主なもの 

  受 取 配 当 金  ２３ ３１ ３４  

  受 取 賃 貸 料  ３９ ３９ ７７  

  資格取得協力金  １５ １５ ３５  

        

 (4) 営業外費用 

  その他のうち主なもの 

  為 替 差 損  ３ ０ ７  

  貸倒引当金繰入額  ７ ３１ ６  

  借 地 権 評 価 損  ９ － ９  

   

 



  

 －個別７－ 

３．リース取引関係 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 

                                                                                    （単位：百万円） 

 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度  

 

 

 

 

取  得 

価  額 

相当額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期 

末残高 

相当額 

取  得 

価  額 

相当額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期 

末残高 

相当額 

取  得 

価  額 

相当額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期  末 

残  高 

相当額 

 

 

 

 車輌運搬具 72 65 6 302 35 267 193 16 177  

 工具器具・備品 47 24 23 44 32 12 47 30 17  

 合        計 119 90 29 346 67 279 241 46 195  

 

 (2) 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額                   （単位：百万円） 

   前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度  

  １ 年 以 内 16  57  42   

  １   年    超 14  224  154   

  合   計 31  282  197   

  

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額           （単位：百万円） 

   前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度  

  支払リース 料 13  27  33   

  減価償却費相当額 12  24  30   

  支払利息相当額 0  3  3   

  

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。 

 

４．有価証券関係 

前中間会計期間（自 平成15年4月1日 至 平成15年9月30日）、当中間会計期間（自 平成16年4月1日 至

平成16年9 月30日）及び前事業年度（自 平成15 年4月１日 至 平成16年 3月31 日）のいずれにおいても子

会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 


